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の引き下げ、および地方法人特別税の廃止が定められ、令和元年 10 月 1 日以後開始事業年
度より適用されている。また、令和元年度税制改正においては、法人事業税の一部を分離し


















A Consideration on Legal Effective Tax Rate applied to 
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法人税率×（1+ 地方法人税率 + 住民税率）+ 事業税率





























｛法人税率×（1+ 地方法人税率 + 住民税率）+ 事業税率 + 事業税率×特別法人事業税率｝＝ C





法定実効税率 = 合計税率－（事業税率 + 事業税率×特別法人事業税率）×法定実効税率
合計税率 =（1 ＋事業税率＋事業税率×特別法人事業税率）×法定実効税率
法定実効税率 = 合計税率 1+ 事業税率 + 事業税率×特別法人事業税率
法定実効税率 =
 法人税率×（1+ 地方法人税率 + 住民税率）+ 事業税率 + 事業税率×特別法人事業税率








　甲社の事業年度は、令和 2 年 1 月 1 日から令和 2 年 12 月 31 日である。甲社事業所は東京
都に所在地があり、住民税および事業税については、超過課税による税率が課されており、
法定実効税率を算定している。また、下記の表 2の税率は、令和元年 12 月 31 日において成
立している法律または条例に規定されている税率であり、令和 2 年 1 月 1 日以後に開始する
事業年度の法定実効税率の算定に関する税率である。
表 2　資本金 1億円超の外形標準課税適用法人













法定実効税率 = 法人税率×（1+ 地方法人税率 + 住民税率）+ 事業税率 + 事業税率×特別法人事業税率
 1+ 事業税率 + 事業税率×特別法人事業税率
　上記の式に実際の税率を代入して計算を行うと下記の通りになる。















Accounting Standards Committee）が公表した「国際会計基準第 12 号　法人所得税」（International 












。日本基準および、IAS 第 12 号と米国基準は、期末
月の法定実効税率により測定を求めており基本的な取り扱いはほぼ同一である。
　平成 28 年度（2015 年）税制改正により、平成 28 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から
法人税率（普通法人「大法人」）が 23.9％から 23.4％および 23.2％へと段階的に引き下げられ、
その他の税金（地方法人税、住民税、事業税）に関しても法人課税の偏在是正を目的として
税率が変更された。表 3は、東京 23 区における資本金 1 億円超の外形標準適用法人に適用




表 3　東京 23 区における資本金 1億円超の外形標準適用法人
実効税率の試算 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期
（1）法人税 23.2％ 23.2％ 23.2％
（2）地方法人税 4.4％ 4.4％ 10.4％
（3）住民税（超過税率） 16.3％ 16.3％ 10.3％
（4）事業税（標準税率） 0.7％ 0.7％ 1.0％
（5）事業税（超過税率） 0.88％ 0.88％ 1.18％
（6）特別法人事業税 － － 260.0％
（7）地方法人特別税 414.2% 414.2% －












（借方） 繰延税金負債 24  （貸方）繰延税金資産 90
 法人税等調整額  66
 （1）期首繰延税金資産　3,000 × (35%-38%) = △ 90




（借方） 繰延税金資産 525  （貸方）法人税等調整額 595
 繰延税金負債  70
 （1）期中繰延税金資産（増加額）1,500×35％ ＝ 525
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 （2）期中繰延税金負債（減少額）200 × 35％ = 70
　上記の当期における期首と期中の税効果会計の合計仕訳を示すと下記の通りである。
（借方） 繰延税金資産 435  （貸方）法人税等調整額 529
 繰延税金負債  94


















































　乙社の事業年度は、X1 年 4 月 1 日から X2 年 3 月 31 日である。乙社の事業所は、東京都
に所在地があり住民税および事業税については、超過課税による税率が課されており、法定
実効税率を算定している。X2 年 3 月 31 日に、改正地方税法等が国会で成立し X2 年 4 月 1
日以後開始する事業年度の事業税（所得割）の標準税率が改正された。しかし、X2 年 4 月 1
日以後開始する事業年度の超過課税による税率を定めた改正条例は、X2 年 3 月 31 日におい
て成立していない。事業税（所得割）の制限税率は、標準税率に 1.5 を乗じた税率とする。
表 4　資本金 1億円超の外形標準適用法人






（6）特別法人事業税 260.0％ 260.0％※ 1
（7）法定実効税率 30.6％ （未定②）　　　｜（未定③）
（税効果会計適用指針　設例 11 一部参照）







れる。制限税率（0.9％× 1.5 ＝ 1.35％）を超過していない。また、超過税率の算定（2）は、
0.9％×（1.18％÷ 1.0％）＝ 1.06％（未定①）と算定される。制限税率 1.35％を超過していない。




27.65% = 21.0% × (1 + 9.0% + 10.0%) + (1.08%) + 2.60% 1 + 1.08% + 2.60%
　超過税率（2）の場合の法定実効税率　（未定③）
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